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北海道総合教育大綱（案） 

～一人ひとりの夢と希望へのチャレンジを応援～ 
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はじめに 

 

北海道では、全国を上回るスピードで進む人口減少、少子高齢化により、地域の

暮らしや経済を支える担い手不足が大きな課題となっており、本道の持続的な発展

を支える人づくりの重要性はますます高まっています。 

今、世界規模で進むデジタル化や脱炭素化など大きな変革の時代を迎える中、本

道の未来を担う子どもたちは、こうした変化を乗り越えて、新たな発想と行動力で

夢や課題に挑戦し、たくましく生き抜いていく力を身に付けることが重要と考えて

います。そのためには、「こどもまんなか」の考えのもと、「学び」と「育ち」両方

の政策の緊密な連携を図りながら、子どもや若者の健やかな成長を社会全体で後押

ししていかなければなりません。 
 

最も力を入れて取り組むべきことの一つが、教育の充実です。教育は、個人の社

会的自立の基礎を築き、夢や希望の源泉として一人ひとりの生涯を支えるとともに、

その成果は、広く社会全体に還元され、社会の維持・発展の原動力となります。一

方で、近年、いじめ・不登校対策や子どもたちの命と健康を守る安全対策、学校に

おける働き方改革など、教育を取り巻く課題は多様化・複雑化しています。 

こうした課題に向き合いながら、本道教育の充実を図るため、都市部への人口集

中が進む中、今後とも地域社会の教育力を維持するとともに、誰一人取り残される

ことなく、幼児期から安心して質の高い教育を受け、生涯にわたって学び続けるこ

とができる環境を整える必要があります。 
 

北海道は、先人から受け継がれてきた雄大な自然や特色ある文化、地域資源を活

かした産業、そして何より、困難を恐れずに挑戦を続ける地域の人々の気概や情熱

といった強みがあります。これらの強みを次の世代に引き継いでいくことで、大き

な変化の時代を乗り越えていくことができるものと確信しています。 

北海道に生まれ育ち、学んだ子どもたちが、ふるさとへの思いを抱き続け、自ら

成長し、新しい時代の北海道の担い手として活躍、挑戦することができるよう、オ

ール北海道で取り組んでまいりたいと考えていますので、皆様のご理解とご協力を

お願い申し上げます。 

 

 令和 年（   年） 月 
 
                  北海道知事 鈴木 直道 
 

 

 

 

（顔写真） 
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本大綱の策定根拠等 
１ 策定の根拠 
  この大綱は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基づき、本道の教育、学術及び文 

化の振興に関する総合的な施策について、その目標（理念）や施策の根本となる方針を定めるも 

のであり、総合教育会議における北海道教育委員会との協議を経て、知事が定めるものです。 

２ 大綱の役割 
  この大綱は、知事と教育委員会が、教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策について基

本的な認識を共有し、連携を密にして、施策を推進することを目的としています。 

３ 大綱の位置付け 
  この大綱は、「北海道総合計画」が示す政策の基本的な方向に沿って策定する「特定分野別計

画」であり、また、知事と教育委員会は、この大綱の示す理念や方向性等を踏まえ策定している

「北海道教育推進計画」をはじめ、こども大綱を勘案して策定している「（仮称）北海道こども計

画」や幼児教育、文化、スポーツなど分野別の関連計画・方針等に基づき、施策を推進していきま

す。 

４ 対象期間等 
  この大綱の対象期間は設けませんが、関連する各種計画の見直し時期などにおいて、教育を取り

巻く環境や社会情勢の変化等を踏まえ、必要に応じて見直しの検討を行います。 

５ 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）との関係 
  道では、平成 30 年（2018 年）12 月、ＳＤＧｓのゴール等に照らした本道の直面する課題、独自

の価値や強みを踏まえた「めざす姿」などを示した「北海道ＳＤＧｓ推進ビジョン」を策定し、当

該ビジョンに沿って、多様な主体と連携・協働しながら、北海道全体でＳＤＧｓの推進を図ること

としています。 

この大綱は、教育の機会均等や質の充実を通じたあらゆる人々の活躍の推進などを基本方針と

して掲げ、ＳＤＧｓの理念と合致する施策を推進するものであり、ＳＤＧｓの全てのゴールの達

成に資するものです。 
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１ 基本理念 
 

◯ 全国を上回るスピードで人口減少や少子高齢化が進み、広域分散型で人口の偏在・

市町村間の格差拡大が見込まれる北海道では、若者の都市部集中や道外への人口流出

などにより、地方の過疎化が進行し、地域社会の教育力の低下に加え、学校数の減少

や小規模校化による教育の機会均等や学びの質の保障に対する重要性が高まっている

ことなどへの対応が必要となっております。こうした北海道が抱える課題に的確に対

応するとともに、地域社会全体で子どもを見守り育てていく取組を支える人材の育成 

・確保に向けた施策を推進します。 

 

◯ こども基本法及び（（仮称）北海道こども基本条例並びに）こどもの権利条約の精神

にのっとり、子どもや若者を権利の主体として認識し、その意見を取り入れながら、「こ

どもまんなか」の考えの下で、「学び」に係る政策と「育ち」に係る政策の両者が相互に

連携して、子どもや若者の健やかな成長を社会全体で後押しします。 

 

◯ グローバル化や情報化の急速な進展に伴い、国境を越えた協働や多文化共生社会の実

現に向けた取組、ＡＩ・ＩＣＴの活用がますます広がるなど、将来の予測が困難な時代

において、前例にとらわれない新たな発想と行動力を持つ人材が求められることから、

未来に向けて自らが社会の創り手となり、持続可能な社会を維持・発展させ、個々人が

自立して自らの個性・能力を伸長するとともに、多様な価値観に基づいて地域の課題を

はじめ地球規模課題の解決等をけん引する人材を育成します。 

 

◯ 多様な個人それぞれが幸せや生きがいを感じ、地域や社会が幸せや豊かさを感じられ

るものとなるため、子どもたちの豊かな情操や道徳心を培い、正義感、責任感、自他の

生命と人権の尊重、他者への思いやり、自己肯定感、人間関係を築く力、社会性などを、

教育活動全体を通じて育み、社会に根ざしたウェルビーイングの向上を図るとともに、

将来を担う子どもたちの可能性を引き出す教育を推進します。 

 

◯ 道と教育委員会、関係機関が一体となり、「チャレンジで夢を叶える」「ふるさとを誇

り、自ら動く」「個性や違いを力にかえる」「社会の一員としての主体性を高める」こと

を視点に、求められる人間像を掲げ、人格の形成や、幅広い知識と教養の修得等により、

社会情勢の大きな変化に適応し、道民一人ひとりが新たな時代を生き抜いていけるよう、

教育・人づくりに取り組みます。 

 

◯ 社会の多様化が進む中、生まれ育った環境などにかかわらず、誰一人取り残されるこ

となく、道民一人ひとりが生き生きとした人生を享受することができる共生社会の実現

を目指し、幼児期から安心して質の高い教育を受け、生涯にわたって学び続けることが

できる環境を整え、未来を拓く夢や希望へのチャレンジを応援する北海道づくりを進め

ます。 
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  【求められる人間像】 
 
 
チャレンジで夢を叶える 

  夢や課題に、新たな発想で挑戦する人 
  ▶ 自ら考え、判断し、表現できる力を持ち、次の時代に向けて、これまでの価値

を磨き上げ、新たな価値を創り出し、持続可能な社会の創り手となる 
▶ 歴史や経験に学び、夢への挑戦を続ける 

 
 
ふるさとを誇り、自ら動く 

  ふるさとを愛し、グローバルな視点で地域の発展のために行動 

する人 
   ▶ 優れた自然環境や豊かな食、独自の歴史・文化など、輝きを放つ北海道に生ま

れ育ったことへの誇りと、ふるさとへの愛着を持ち、北海道の発展に貢献する 

   ▶ グローバルな視点を持ち、コミュニケーション能力を培い、多様な価値観に基

づいて地域の課題解決等にリーダーシップを発揮する 

 
 
個性や違いを力にかえる 

  互いの個性や文化の違いを尊重し、ともに力を合わせる人 
   ▶ 国籍、文化、言葉、生活習慣等の違いや、世代、障がいの有無等にかかわりな

く、互いを認め合い、協働し、個性と多様性が尊重される社会をつくる 

 
 
社会の一員としての主体性を高める 

  自らの意見を表明し、社会づくりに参画する人 
   ▶ 子どもや若者が意見を言いやすい環境をつくり、子ども・若者の社会参画・意

見反映を支える 
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２ 基本方針 
基本理念の実現に向け、知事と教育委員会が緊密に連携しながら、ライフステージの各

段階において、幼児教育機関、学校、高等教育機関、家庭、地域、行政、産業界、各種団

体等と一体となり、次の基本方針により施策を推進します。 

基本方針Ⅰ 持続可能な社会の創り手を育む

基本方針Ⅱ 誰一人取り残されない子どもの学びと
育ちの環境を整える

基本方針Ⅲ 地域と産業を担う人を育む

基本方針Ⅳ 生涯を通じて学び続ける人を育む

求められる人間像

夢や課題に、新たな
発想で挑戦する人

ふるさとを愛し、グロー

バルな視点で地域の発展

のために行動する人

互いの個性や文化の違

いを尊重し、ともに力

を合わせる人

チャレンジを応援する北海道
【幼児教育機関・学校・高等教育機関・家庭・地域・行政・産業界・各種団体等】

乳幼児

児童・生徒

学生
社会人

自らの意見を表明
し、社会づくりに
参画する人

 
 

 

取組の方向性一覧 
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基本方針Ⅰ 持続可能な社会の創り手を育む                            

 
グローバル化の進展や Society5.0 時代の到来などを見据え、これからの社会をたくま

しく生き抜き、夢や課題に、新たな発想で挑戦できるよう、生まれ育った地域や環境、障

がいの有無などにかかわらず、全ての子どもの成長段階に応じた質の高い保育・教育を提

供することにより、自ら考え判断し、表現できる力等を育みます。 

また、将来の予測が困難な時代において、持続可能な社会を維持・発展させていくた

め、本道の子どもたち一人ひとりが、自分の良さや可能性を認識するとともに、あらゆる

他者を価値のある存在として尊重し、相互に多様性を認め合い、協働しながら社会的変化

を乗り越え、豊かな人生を切り拓き、「持続可能な社会の創り手」となることを目指し、

教育を推進します。 

優れた自然環境や豊かな食、縄文文化やアイヌ文化、国内最古の国宝「北海道白滝遺跡

群出土品」に代表される旧石器文化といった特色ある独自の歴史・文化などを理解し、北

海道に生まれ育ったことへの誇りや、ふるさとに愛着を持つことができるよう、取組を進

めていきます。 

 

＜取組の方向性＞ 

 

○幼児教育の充実 

 幼児期の教育は生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであることから、質の高

い幼児教育の提供を実現するため、全ての地域において、各教育主体が子どもを中心に組

織的につながる幼児期からの学びの基盤を整備するとともに、保育者の資質と専門性の向

上を図ります。 

子育てに関する学習機会や情報の提供など、家庭教育支援の充実を図ります。 

 

○新しい時代に必要となる資質・能力の育成 

児童生徒一人ひとりの可能性を伸ばし、確かな学力を身に付けることができるよう、基

礎的・基本的な知識及び技能の習得と、思考力、判断力、表現力等、学びに向かう力、人

間性等の育成を目指します。 

新しい時代に必要となる子どもたちの資質・能力（言語能力、情報活用能力、問題発

見・解決能力等を含む）を育成するため、ＩＣＴ環境を適切に活用しながら、高度な情報

社会に主体的に参画する態度の育成を図るほか、多様な子どもたちを誰一人取り残すこと

なく育成する「個別最適な学び」と多様な個性を最大限に活かす「協働的な学び」を一体

的に推進します。 

 

○体力・運動能力の向上 

運動習慣の定着を図るとともに全国平均以上の体力・運動能力となるよう、全ての子ど

もたちが発達段階に応じた体力・運動能力の向上に向けた個人目標をもち、自己の能力や

適性、興味・関心に応じて、いつでもどこでも仲間等と気軽に楽しく運動に参加すること

ができる機会を提供します。 
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○学校保健、学校給食・食育の充実 

学校教育活動全体を通じた体系的な保健教育を充実させ、心身共に健康な生活を送るた

めに必要な情報を自ら収集し、適切な意思決定や行動選択を行うことができる力の育成を

推進するとともに、学校、家庭、地域が連携・協働して健康づくりに取り組む体制整備を

進めます。 

子どもたちが食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身に付けることができるよう、

各教科等を通じた食育を推進します。 
 

○特別支援教育の充実 

 障がいのある子どもと障がいのない子どもが互いに理解を深めともに学ぶ環境づくりと、

合理的配慮に基づき自立と社会参加を見据えて個別最適な学びを推進するインクルーシブ

教育システムの理念に基づき、特別な支援が必要な子どもやその保護者が、地域で切れ目

のない支援を受けられるよう、保健、医療、福祉、労働等の関係機関との効果的な連携体

制を構築し、教育環境の整備・充実と、ＩＣＴを活用した就労などの多様な働き方に合わ

せたきめ細かな取組など、一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援体制を整備します。 
 

○グローバル人材の育成 

 地域や世界の課題解決に向けて主体的に取り組むグローバルな視点を持った人材の育成

に向け、交換留学などを通じた国際理解の醸成や、外国人留学生・外国人労働者の増加な

どのいわゆる「内なる国際化」に対応した国際交流機会の充実を図るとともに、人材活用

に向けた環境整備を進めます。 

 高校卒業段階において、日常的なコミュニケーションがとれる英語力の育成や、英語以

外の外国語を学ぶ生徒への支援に取り組みます。 

 海外から帰国した児童生徒や外国人の児童生徒に対し、日本語の習得や学習内容の理解

が進むよう、一人ひとりの実態に応じたきめ細かな指導や支援の充実を図ります。 
 
○探究・ＳＴＥＡＭ教育の充実 

児童生徒が主体的に課題を自ら発見し、多様な人と協働しながら課題を解決する探究学

習やＳＴＥＡＭ教育等の教科等横断的な学習の充実を図ります。 
 

○キャリア教育の充実 

 一人ひとりの社会的・職業的自立に向けて必要な資質・能力を育てるため、小学校、中

学校、高等学校等の発達の段階に応じて、社会の中での自分の役割や自分らしい生き方を

考えるキャリア教育の充実を図ります。 
 
○道徳教育・人権教育の充実 

 幼児期から高校までの教育活動全体を通じて、人間としての生き方を考え、主体的な判

断の下に行動し、自立した人間として、他者と共によりよく生きるための基盤となる道徳

性を養う教育を推進します。 

また、子どもたちが考えや気持ちを適切かつ豊かに表現し、それを的確に受け止めるこ

とができるようなコミュニケーションの方法について理解を深め、伝え合い、わかり合う

ための能力や技能をバランスよく培うとともに、人権に関する正しい知識を深め、互いの

個性・立場を尊重する態度、生命を大切にし、他者を思いやる豊かな心を育成する人権教

育を推進します。 



- 7 - 
 

 

○ふるさと教育の充実 

 縄文文化やアイヌ文化、旧石器文化、北方領土、地域の伝統文化、先人の功績など、本

道の歴史・文化への理解を深め、身近な地域の魅力や課題などを知り、地域社会の構成員

としての意識やふるさと北海道に対する愛着や誇りを育むふるさと教育の充実を図ります。 
 

○防災教育の充実 

 自助、共助、公助など、住民の防災意識の向上を図るとともに、児童生徒等が災害から

身を守ることができるよう、過去の大規模災害の対応経験を活かして、自ら危険を予測し

て回避するための知識や行動を身に付けるなど危機対応能力、規範意識、社会貢献できる

態度を育成するため、学校や家庭、地域、関係機関との連携により効果的な防災教育の充

実を図ります。 
 

○18 歳成年に伴う消費者教育・金融経済教育・主権者教育等の充実 

成年年齢が 18 歳に引き下げられたことを踏まえ、児童生徒一人ひとりが自立した消費

者として健全な消費生活を送ることができるとともに、各個人が金融に関する知識や判断

力を高められるよう、学校教育段階において消費者教育や金融経済教育等を推進します。 

また、18 歳以上の者が投票や選挙運動ができるようになったことも踏まえ、平和で民

主的な国家・社会の形成に主体的に参画する主権者として、社会の中で自立し、他者と連

携・協働しながら、社会を生き抜く力や地域の課題解決を社会の構成員の一員として主体

的に担うことができる力を育む主権者教育を推進します。 

 

○環境教育の充実 

小・中・高等学校等において、教科等横断的に環境教育を進めるとともに、指導者に対

する研修を実施します。また、地域等においても環境保全についての理解を深めるととも

に、持続可能な社会づくりへの意欲等を高めるため、自然体験活動や農山漁村体験などの

体験活動の推進等を図るほか、人とのあつれきが生じているヒグマなどの野生動物につい

て、地域社会の安全・安心の確保や生態系保全のため、生命尊重を意識しながら、生態や

人との関わりなど正しい知識の社会への浸透に取り組みます。 
 

○持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）の推進 

持続可能な開発のための目標（SDGs）の達成のため、現代社会における地球規模の諸課

題を自らに関わる問題として主体的に捉え、その解決に向けて自分で考え、行動する力を

身に付けるとともに、新たな価値観や行動等の変容をもたらすＥＳＤを推進します。 
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基本方針Ⅱ 誰一人取り残されない子どもの学びと育ちの環境を整える                          
子どもの学びは、家庭、学校、地域などに支えられており、これらが連携を深め、より

良い学びの環境を整えていくことや、どのような状況においても、子どもの安全・安心を

第一として学びを継続していくことが重要です。 
教育政策と子ども政策の相互連携の下、子どもや若者を権利の主体として認識し、その

意見を表明する機会を確保して取り入れ、子どもや若者の健やかな成長を社会全体で後押

しします。 
いじめに悩み、苦しむ児童生徒のいない北海道を目指して、学校と地域が総力を挙げて

いじめの未然防止・早期発見・早期対応に向けた取組を進めます。児童虐待は児童の人権

を著しく侵害し、絶対に許されるものではありません。関係機関が連携し、地域が一体と

なって、未然防止などの取組を進めます。 
誰一人取り残されることなく生き生きとした人生を享受できる共生社会の実現を目指

し、家庭環境や生まれ育った地域、学校の規模にかかわらず安心して質の高い教育を受け

ることができるよう、子どもの貧困に対する社会の理解の促進や就学に係る経済的支援の

取組を推進するとともに、ＩＣＴを活用した遠隔教育など教育ＤＸ（デジタルトランスフ

ォーメーション）を推進します。 
子どもと向き合う時間を確保するために、学校における働き方改革を推進し、教員が授

業やその準備等に集中し、誇りとやりがいを持てる環境を整えます。 
  
＜取組の方向性＞ 

   

○いじめ防止の取組の充実 

 児童生徒の命と心を守るために、学校、家庭、地域住民、行政その他の関係機関が相互

に連携協力して、いじめ根絶の取組を推進するとともに、児童生徒が互いを尊重し合い、

主体的に望ましい人間関係を形成し、いじめを許さない態度等を身に付けることができる

ような指導・支援、組織的な体制の下でのいじめの未然防止やいじめの積極的な認知によ

る早期発見・早期対応を一層徹底します。 

 

○不登校児童生徒への支援の充実 

 全ての児童生徒が学校で安心して学ぶことができるよう、子ども同士の人間関係、子ど

もと教員との信頼関係を構築するとともに、一人ひとりの状況に応じて、教育支援センタ

ーや民間の施設等と連携し、ＩＣＴの活用などにより教育機会を確保するなど、学校、家

庭、地域住民、行政その他の関係機関が相互に連携協力して、不登校児童生徒への支援の

充実を図ります。 

 

○児童虐待の未然防止や早期発見・早期対応 

児童虐待は児童の人権を著しく侵害し、心身の成長や人格の形成に深刻な影響を与える

ことから、児童相談所、市町村、学校、幼児教育施設、警察、医療など関係機関が連携し、

地域が一体となって、児童虐待の未然防止と早期発見・早期対応に取り組みます。 
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○子どもの貧困対策など学びのセーフティネットの構築 

子どもの貧困は家庭の自己責任ではなく社会全体で受け止めて取り組むべき課題である

との認識の下、民間の企業・団体等との連携・協働により、子どもの貧困に対する社会の

理解を促進します。 

また、生まれ育った地域や環境に左右されず質の高い教育を受けることができるよう、

就学に係る経済的支援の取組を進めるほか、様々な教育的ニーズに対し、多様な学習機会

を提供するなど、教育環境の向上を図ります。 
 

○地域創生の視点を踏まえた特色ある高校づくりと地学協働の推進 

広域分散型の本道において、少子化の進展により高校の小規模校化が進む中、多様で柔

軟な教育課程を編成し生徒の学習ニーズに対応できる高校づくりと、生徒の修学機会の確

保や地域創生の観点に立った教育機能の維持の両面から高校の特色化・魅力化を推進しま

す。 

また、学校と保護者や地域の方々が一体となって子どもたちの成長を支えるため、コミ

ュニティ・スクールの導入など、学校と地域の連携・協働を推進します。 
 

○地域の特色を活かした多様な体験活動の推進 

豊かな人間性を育むため、青少年教育施設を核として、幼児期から、学校や家庭、地域

等と連携・協働し、地域の自然環境や歴史、文化などの教育資源を活かした特色ある多様

な体験活動を推進します。 
 

○幼児教育施設や学校段階間の連携・接続の推進 

幼児、児童生徒の発達段階に応じた教育活動の充実を図るため、地域の状況も踏まえて、

幼児教育施設と小学校、小学校と中学校、中学校と高等学校間の接続・連携を推進します。 
 

○学校における働き方改革の推進 

教職員が子どもたちと向き合う時間などを確保するため、ＩＣＴの活用による校務効率

化の推進、保護者・地域等との連携協働、メンタルヘルス対策の推進など、学校における

働き方改革を市町村教育委員会等と連携して取り組みます。 
 

○教員の確保と資質向上 

より多くの方々に教員を希望してもらえるよう、教職の意義や魅力を発信しながら、学

校における働き方改革を着実に推進し、健康で生き生きとやりがいをもって勤務できる環

境の整備を図るとともに、教員養成大学等との連携により、教員としてふさわしい人材の

確保に努めます。 

 採用後は、キャリアステージに応じた研修や本道の教育課題等に対応する専門性・実践

的指導力を高める研修等を充実して、教員の資質・能力の向上を図ります。 
 

○私学教育の振興 

私立学校は、建学の精神に基づき、時代の変化や生徒・保護者のニーズの多様化に対応

した個性ある教育活動を展開し、子どもたちに多様な教育機会を提供するなど、本道にお

ける学校教育の一翼を担い、本道教育の発展に重要な役割を担っていることから、教育条

件の維持向上や修学上の経済的負担の軽減を図るなど、より一層特色ある教育が展開され

るよう取り組みます。 
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○教育ＤＸの推進 

 教育においてＩＣＴの活用が「日常化」するよう、情報モラルを含む情報活用能力を育

成するための教員のＩＣＴ活用指導力の向上や環境整備の更なる充実を図るとともに、デ

ジタル教科書・教材・学習支援ソフトの活用に向けた取組やクラウド活用による校務ＤＸ

を通じた教育データの利活用を推進します。また、道内では、北海道高等学校遠隔授業配

信センター（Ｔ-base）が小規模となった高校の教育課程の充実に重要な役割を果たして

おり、広域分散型の本道の特性を踏まえ、どの地域に住んでいても児童生徒のニーズに対

応し、学習の幅を広げることができるよう、Ｔ-base におけるＩＣＴ活用の成果を生かし

ながら、義務教育段階から高等学校段階におけるＩＣＴを活用した遠隔教育の取組を推進

します。 
 

○安全・安心な学習環境の確保 

児童生徒等が安全・安心に学校生活を送ることができるよう、関係機関と連携して校内

での教育活動や登下校時での安全確保に向けた取組を推進します。また、学校施設につい

て安全・安心を確保しつつ新しい時代の学びを実現するため、暑さ対策やバリアフリー化

などの教育環境の向上と、災害等に備えた耐震化や長寿命化等の一体的な整備を推進します。 
 

○医療的ケア児への支援の充実 

 「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」を踏まえ、各学校の実状に応

じた医療的ケア看護職員の配置やその在り方について検討を進めるほか、医療的ケア指導

医による巡回相談や研修機会の確保等により教員による医療的ケアの実施体制の充実や検

討、医療的ケア児の適切な就学先決定に向けた課題解決について、関係機関との連携の充

実を図るとともに、特別支援学校のノウハウを生かした小・中学校等への支援を進めます。 
  

○ヤングケアラーへの支援の充実 

「北海道ケアラー支援条例」に基づき、ヤングケアラー本人の意向を踏まえつつ、子ど

もや家族の情報を把握している学校や市町村と連携して支援が適切に行われるよう、普及

啓発及び支援を必要とするケアラーの早期発見・把握に向けてケアラー支援の担い手とな

る職員向け研修の実施、専門相談窓口の設置、支援につなぐ調整役の配置などを推進します。 
 

○子どもの自殺対策、犯罪などから子どもを守る取組の充実 

 子どもがいつでも不安や悩みを打ち明けられるよう相談体制を整備するとともに、地域

の関係機関・団体とのネットワークの構築を進め、深刻な生きづらさを抱える子どもへの

支援の充実を図ります。 

 犯罪などから自らと他者の安全を守ることができるよう、体験的な学びを含め、発達の

程度に応じて、体系的な安全教育を推進するとともに、生命を大切にし、子どもを性暴

力・性犯罪の加害者、被害者、傍観者にさせないための学校・園における生命（いのち）

の安全教育を推進します。また、子どもが主体的にインターネットを利用できる能力習得

の支援や、情報リテラシーの習得支援、子どもや保護者等に対する啓発、フィルタリング

の利用促進、ペアレンタルコントロールによる対応の推進など、子どもが安全に安心して

インターネットを利用できる環境整備に取り組みます。 
 

○子どもの意見表明の機会の確保 

 様々な機会を捉え、子ども・若者の社会参画の促進、意見を聞く取組が着実に行われる

よう、国のガイドラインを踏まえ、自由に意見を表明しやすい環境整備と気運の醸成に取

り組むとともに、その意見が施策に反映されるよう取り組みます。  
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基本方針Ⅲ 地域と産業を担う人を育む                         

 
人口減少・高齢化などが進行する中、地域が抱える課題の解決や特性を活かした地域づ

くりを進めていくことが重要です。 

本道の農林水産業や観光産業等は、世界をリードする可能性を秘めている一方、地域産

業の担い手不足や地域の暮らしの安心を支える医療・福祉機能の維持にも懸念があるほ

か、ＤＸの推進の支えとなるデジタル人材の育成・確保などに取り組んでいく必要があり

ます。 

地域創生や産業の担い手となる人材の育成等に取り組み、自らの活動と周囲とのつなが

りが地域を支えていくとの意識を醸成しながら、暮らしと地域コミュニティの基盤を築き

上げる取組を進めます。 

 

＜取組の方向性＞ 

 

○本道の基幹産業を支える人材の育成 

 農林水産業や食関連産業、観光産業、建設産業、ものづくり産業等における幅広い年齢

層の担い手や専門人材をはじめ、地域を支える産業人材の育成・確保の取組を進めます。 

 

○新たな社会を拓くＩＣＴ人材の育成 

 基幹産業や医療・福祉分野などにおける様々な課題をＩＣＴを活用して解決するなど、

高度なＩＣＴ社会を担う人材の育成を進めます。 
 

○地域創生を担う人材の育成と活躍促進 

 地域に対する愛着を持ち、本道の将来を担う人材を育成するとともに、グローバルな視

点を持って道内各地で意欲的に地域づくりにチャレンジしている方々を支援し、業種や地

域を超えたネットワークづくりをコーディネートすることにより、地域が抱える課題の解

決や特性を活かした地域づくりを推進します。 

 

○大学や企業等との連携強化 

 地域の産業を担う人材の育成・確保を図るため、大学等の高等教育機関、企業、産業団

体、経済団体等と連携し、卒業生の地元就職や地元定着などに向けた取組を進めます。 

 

○地域の安心を守る医療・福祉を担う人材の育成 

 医師、看護師、介護職員など、地域での暮らしに欠かせない医療・福祉分野の人材の確

保・育成の取組を進めます。 

 

○就職氷河期世代の活躍促進 

 いわゆる就職氷河期世代の方々のうち、不安定な雇用形態や長期間無業状態にある方、

社会参加に向けた支援が必要な方などを対象に、カウンセリングや教育訓練から就職まで

の支援、社会参加を促す取組などを進めます。 

 

○多文化共生社会に向けた環境の整備 

 多文化共生社会の実現に向けて、地域や企業等が外国人材の受入れに円滑に対応でき、

また、外国人の方々が安心して働き、暮らすことができるよう、互いの文化や生活習慣を

理解・尊重する意識を深めるための取組を進めます。  
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基本方針Ⅳ 生涯を通じて学び続ける人を育む                        
人生１００年時代を迎え、より豊かな生き方・暮らし方が志向されている中、道民が生

涯を通じて活躍し、充実した人生を送るためには、必要なときに必要な知識・技能を身に

付け成長し、潜在能力を発揮できる環境が必要なことから、趣味や教養、スポーツ、交流

活動など自己実現のための時間を持つとともに、生涯を通じて知識と時代の変化に応じた

スキルを獲得できるよう、「何度でも学べる」環境づくりを進めます。 

住民の教養の向上や健康増進等の取組を推進してきた公民館や図書館、博物館等は、地

域における知の交流拠点でもあり、施設間の連携等を通じて、地域づくりや幅広い世代の

交流、住民同士のつながりを促進します。 

芸術文化は、生活に潤いをもたらす役割を持っています。創作活動や鑑賞の機会を積極

的に増やすなど、北海道全体がアートの舞台となるよう取組を進めます。 

地域において子どもたちがスポーツ・芸術文化に親しめる持続可能な環境の整備を支援

する取組を進めます。 
 

＜取組の方向性＞ 

 

○生涯学習の振興 

 生涯学習に対する意識の向上を図るとともに、知識や技能・資格などの専門性を高める

ため、大学や専門学校と連携し、必要に応じていつでも学べる学習機会の充実を図ります。 

 

○リカレント教育の推進 

 生涯を通じて活躍することができるよう、自らの可能性を最大限に伸長することのでき

る学習機会の充実に資する取組を支援するなど、社会人の学び直し（リカレント教育）を

推進します。 

 

○社会教育の振興 

 市町村において人材育成や課題解決に資する活動が充実されるよう、社会教育主事や社

会教育士など地域の指導者の育成を促進するとともに、公民館など社会教育施設等におけ

る活動や家庭教育支援に、より多くの住民が関心を持ち参加できる環境を整えます。 

 

○芸術文化活動の推進 

 市町村や関係団体、美術館や文化施設等と連携し、青少年の芸術文化活動の参加機会や

若手作家の発表機会、また、より多くの道民が芸術鑑賞等の文化に触れる機会を提供する

など、生涯を通じた芸術文化活動の推進を図ります。 

  地域における芸術文化に親しむ機会の確保、生徒の多様なニーズに応じた芸術文化活動

の参加機会の充実等を図るため、休日の部活動の段階的な地域連携や地域クラブ活動への

移行に向け、地域の実情に応じて、総合的に推進します。 
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○文化財等の保存及び活用の推進 

 文化財に関する情報の発信や文化財に親しむ機会の提供に取り組むとともに、アイヌ民

俗文化財の保存・伝承をはじめ、地域文化の礎である文化財を貴重な財産として保存・活

用を推進します。 

 世界遺産「北海道・北東北の縄文遺跡群」の保存・活用の取組を推進するほか、地域に

おける日本遺産や北海道遺産を活用する取組を支援します。 

 

○スポーツ活動の振興 

生涯にわたり、誰もが、それぞれの体力や年齢、性別、障がいの有無にかかわらず、目

的に応じてスポーツに親しみ、ひいては社会に参画することができる環境づくりを促進し

ます。 
公立中学校等の運動部活動の地域移行に向け、指導者・運営者や、総合型地域スポーツ

クラブを含め多種多様な活動の場の確保に努めます。 
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参考 社会情勢の変化など 
 

１ 社会情勢の変化 

  

● 人口減少・少子高齢化の更なる進行 

   本道においては、全国を上回るスピードで人口減少と高齢化が進行し、高齢化率は令和２年

(2020 年)現在で 32.2%と全国と同様に年々上昇しています。また、本道の合計特殊出生率は、平成

27 年(2015 年)の 1.31 を境に低下傾向となり、令和５年(2023 年)には全国平均を下回る 1.06 とな

っています。 

  国立社会保障・人口問題研究所による将来推計人口では、北海道は、令和 17年(2035 年)は 456

万人（65歳以上人口 37.0%）、令和 32 年(2050 年)は 382 万人（65 歳以上人口 42.6%）になると見込

まれています。振興局によっては、令和 17年(2035 年)の人口が、令和２年(2020 年)と比べ３割以

上減少するほか、半数以上の振興局で高齢化率が 40%を超えるなど、各地域で人口減少と高齢化が

一層進行すると見込まれます。 

 

● こども基本法の施行、こども家庭庁の発足、こども大綱の策定 

令和５年(2023 年)４月１日、こども基本法が施行され、内閣府の外局として、「こどもまんなか

社会」の構築を使命とするこども家庭庁が発足しました。こども基本法は、日本国憲法、児童の権

利に関する条約の精神にのっとり、こども施策に関し、基本理念を定め、国の責務等を明らかに

し、こども施策の基本となる事項を定めるとともに、こども政策推進会議を設置すること等によ

り、こども施策を総合的に推進することを目的としています。 

国は、令和５年(2023 年)12 月、こども施策を総合的に推進するため、こども基本法第９条に基

づき、こども大綱を策定しました。 

 

● 国際情勢の不安定化 

   情報技術の革新や交通網の発達等に伴い、一つの地域の現象や取組が国境を越えて世界全体に影

響を及ぼす、いわゆるグローバル化の流れが急速に進展しています。また、国連においても、グロ

ーバル化に対応した行動計画として「持続可能な開発目標（SDGs）」が採択されるなど、持続可能

な社会づくりに向けた取組は、世界規模で進められています。 

 こうした中、ロシアのウクライナ侵略をはじめとした不安定な国際情勢を背景として、エネルギ

ーなどの価格高騰や国際的な供給不安の発生、食料・経済の安全保障が課題になるなど、北海道

は、社会や経済の大きな変化に直面しています。 

 

● DX の進展・生成 AIの活用 

   近年、学習データを基に自動で画像や文章等を生成できる AIである「生成 AI」の活用に向けた

動きが広がるなど、AIや ICT、ロボットなどの技術の進展により、人々の生活が大きく変化してい

ます。 

    今後、労働人口の減少が懸念される中、これまでの社会機能を維持しながら、北海道の抱える

様々な課題を解決し、持続的に発展していくためには、デジタル技術の活用により、暮らしや産業

の様々な分野で、これまで人間が行ってきた作業を代替することによって人手不足を解消し、新た

な付加価値を生み出す DXを推進することが求められます。 
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● VUCA の時代の到来 

現代は将来の予測が困難な時代であり、その特徴である変動性(Volatility)、不確実性(Uncer 

tainty)、複雑性(Complexity)、曖昧性(Ambiguity)の頭文字を取って「VUCA」（ブーカ）の時代と

も言われています。 

少子化・人口減少や高齢化、グローバル化の進展と国際的な地位の低下、地球規模の課題、子ど

もの貧困、格差の固定化と再生産、地域間格差、社会のつながりの希薄化などは、社会の課題とし

て継続的に指摘されてきましたが、これらに加え、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響及

びロシアのウクライナ侵略による国際情勢の不安定化は、正に予測困難な時代を象徴する事態であ

ったと言えます。 

 

● 性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する法律の施行 

令和５年(2023 年)６月、「性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理

解の増進に関する法律」が施行されました。この法律は、性的指向及びジェンダーアイデンティテ

ィを理由とする不当な差別はあってはならないものであるとの認識の下に、相互に人格と個性を尊

重し合いながら共生する社会の実現に資することを旨として行われなければならないとの基本理念

などを定めた、いわゆる理念法として制定されたものです。 

 

● 成年年齢や選挙権年齢の 18歳への引下げ 

  令和４年(2022 年)４月１日、改正民法が施行され、民法の定める成年年齢が 20歳から 18歳に引

き下げられました。これにより、18 歳に達した者は、一人で有効な契約をすることができ、また、

父母の親権に服さなくなりました。 

   また、成年年齢の引下げに先立ち、平成 28 年（2016 年）６月には改正公職選挙法が施行され、

公職の選挙の選挙権を有する者の年齢について、20 歳以上から 18 歳以上に引き下げられました。 

 

● ゼロカーボン北海道の実現 

気候変動問題への対応として、温室効果ガスの排出量と吸収量の均衡を目指す脱炭素化の動きが

国内外で加速しています。 

道では、脱炭素社会を見据え、長期的な視点で取り組むため、「ゼロカーボン北海道」の実現に

向け、令和２年(2020 年)３月に、国に先駆けて、令和 32 年（2050 年）までに温室効果ガス排出量

を実質ゼロとすることを表明し、令和 12 年度(2030 年度)の温室効果ガス排出量の削減目標を平成

25 年度(2013 年度)比で 48％削減（3,581 万ｔ-CO2）として、温室効果ガス排出量と森林等による

吸収量のバランスが取れ、環境と経済・社会が調和しながら成長を続ける取組を推進しています。 

 

● 高等教育の無償化・修学支援新制度の拡充 

令和２年(2020 年)４月から、国において、大学、短期大学、高等専門学校及び専修学校専門課程

（専門学校）の低所得世帯の学生を対象に、授業料等の減免及び給付型奨学金の支給が実施されて 

います。 

 また、国が令和５年(2023 年)12 月に決定した「こども未来戦略」において、特に負担軽減が喫

緊の課題とされている高等教育については、教育の機会均等を図る観点からも、着実に取組を進め

ていく必要があるとされ、令和６年度(2024 年度)から授業料減免等の中間層への拡大や大学院（修

士段階）の授業料後払い制度が創設されるほか、令和７年度(2025 年度)から、多子世帯（扶養され

る子どもが３人以上の世帯）の学生等については授業料等を無償とする措置等を講ずることとされ

ています。 
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● 教員不足 

実際に学校に配置されている教員の数（配置数）が、各都道府県・指定都市等の教育委員会にお

いて学校に配置することとしている教員の数（配当数）を満たしていない状態を指す、いわゆる

「教員不足」が全国的に生じています。令和４年(2022 年)１月に文部科学省が公表した実態調査の

結果によれば、令和３年(2021 年)５月１日時点で、全国の小学校、中学校、高等学校、特別支援学

校で合計 2,065 人の不足があり、子どもたちの教育の質の確保・向上の観点から課題であり、憂慮

すべき状況にあります。 

 

● 本州並みの猛暑などの気候変動 

  世界各地で異常気象による災害が発生するなど、地球温暖化が主な要因とされる気候変動の影響

が偏在化し、今後、更に幅広い分野に及ぶことが懸念されています。令和５年(2023 年)の夏、熱中

症警戒アラートが道内全域に発令されるなど、北海道の気候が変化し、本州並みの暑さとなったこ

とを踏まえ、道では、子どもたちの生命と健康を守るため、ソフト・ハードの両面から、暑さ対策

に取り組んでいます。 

 

● ラピダス社の次世代半導体製造拠点及びデータセンターの立地 

  世界的なデジタル化の急速な進展により半導体の重要性と需要が大幅に高まる中、道内では、国

家プロジェクトの一環として、令和５年(2023 年)２月に千歳市へのラピダス社の立地が決定し、令

和７年(2025 年)のパイロットラインの稼働、令和９年(2027 年)の量産開始に向けた取組が進めら

れているほか、広大な土地など本道の立地優位性を活かしたデータセンターの立地が進んでいま

す。 

また、道では、ラピダス社の立地という好機を最大限に活かし、半導体の製造、研究、人材育成

等が一体となった複合拠点を実現するとともに、食や観光、再生可能エネルギーなど本道の強みで

ある産業振興と合わせて、本道経済全体の成長に結びつけていくこととしています。 

 

● GX の推進 

本道の再生可能エネルギーの導入拡大や活用に向けて、産業革命以来の化石エネルギー中心の産

業･社会構造をクリーンエネルギー中心に転換する GX（グリーントランスフォーメーション）に関

する国内外から北海道への投資促進により、環境と経済を好循環させる必要があります。 

道は、令和６年(2024 年)１月、札幌市とともに国に「北海道・札幌『GX金融・資産運用特区』」

を提案し、同年６月、北海道・札幌市が金融・資産運用特区として決定されました。また、同月、

国家戦略特別区域諮問会議において、北海道を国家戦略特区に指定することが了承されました。 

 

● 新型コロナウイルス感染症の流行・５類感染症への移行 

  新型コロナウイルス感染症は、世界各国における都市封鎖や出入力制限などにより、人々の日常

生活や経済活動に厳しい制限をもたらし、世界の経済、社会に深刻な影響を与えました。国内にお

いても、令和２年（2020 年）１月に最初の感染者が確認されて以降、感染者数は増減を繰り返しな

がらもその水準は上昇し、数度にわたり緊急事態宣言などが発令され、感染拡大地域における外出

や往来の自粛、さらには飲食店の営業時間短縮などの対策が社会経済活動に大きな影響を及ぼしま

した。 

  新型コロナウイルス感染症の「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」上の

位置付けは、令和５年（2023 年）５月８日から、これまでの「新型インフルエンザ等感染症（いわ

ゆる２類相当）」から５類感染症に移行しました。 
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２ 本道教育の状況等 

 (1)教育に関する国の方針 

  ● 中央教育審議会答申「『令和の日本型学校教育』の構築を目指して」 

令和３年(2021 年)１月 26 日、中央教育審議会により「『令和の日本型学校教育』の構築を目指

して～全ての子供たちの可能性を引き出す、個別最適な学びと、協働的な学びの実現～」が答申

されました。 

答申では、「日本型学校教育」の良さを受け継ぎ、更に発展させる新しい時代の学校教育の実現

を掲げ、「2020 年代を通じて実現すべき『令和の日本型学校教育』の姿」として、全ての子どもた

ちの可能性を引き出す、「個別最適な学び」と「協働的な学び」を一体的に充実し、「主体的・対

話的で深い学び」の実現に向けた授業改善につなげることなどが示されています。 
 

● 教育振興基本計画の策定 

   令和５年(2023 年)６月 16 日、国は第４期となる「教育振興基本計画」を閣議決定しました。本

計画は、総括的な基本方針・コンセプトとして「2040 年以降の社会を見据えた持続可能な社会の

創り手の育成」及び「日本社会に根差したウェルビーイングの向上」を掲げ、５つの基本方針と

16 の教育政策の目標を示しています。 

 

 (2)子ども・家庭の状況 

  ● 子どもの学力・体力の状況 

   令和６年(2024 年)実施の「令和６年度全国学力・学習状況調査」の結果では、小学校の国語及

び中学校の数学で全国平均との差が縮まるといった改善傾向が見られるものの、小・中学校とも

に全ての教科で全国平均に届かず、学校以外で１日に１時間以上勉強している児童・生徒の割合

についても、全国と比べて低い状況となっています。 

     令和６年(2024 年)実施の「令和６年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査」の結果では、

小・中学校の男女ともに体力合計点が全国平均に届いていませんが、昨年度との比較において、

小学校の男子及び中学校の男女が上昇するなど改善の傾向が見られます。 
 

● いじめ・不登校・児童虐待の増加、深刻化 

     本道におけるいじめの認知件数は増加傾向にあり、令和５年度(2023 年度)に過去最多を更新す

るとともに、いじめ防止対策推進法に規定するいじめ重大事態の発生も増加しています。不登校

児童生徒数は、小・中学校ともに増加傾向で令和５年度(2023 年度)に過去最多を更新し、高等学

校においても一定程度の人数で推移しています。 

   また、児童虐待相談対応件数は、令和３年度(2021 年度)に過去最多を記録した後、令和４年度

(2022 年度)に減少したものの、高い件数で推移しています。 
 

● 子どもの生活実態調査の状況 

   北海道大学・北海道と札幌市は、令和３年（2021 年）(一部は令和４年（2022 年)）に「子ども

の生活実態調査」を実施しました。調査は道内の小５・中２・高２の子どもとその保護者、及び

２歳、５歳、小２の子どもを持つ保護者を対象として行われました。 

調査結果では、「仕事のために子どもと過ごす時間が十分に取れない親がいること」「所得が低

いほど保護者は健康の問題を抱えているにもかかわらず、お金がない、仕事が休めないといった

理由で受診を控える人が多いこと」「孤立的な状態で子育てをしている人が存在すること」「家庭

の経済状況によって子どもの進路希望が影響を受ける可能性があること」などが示されていま

す。 
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● GIGA スクール構想に基づく ICT の活用による学びのスタイルの変化 

国が令和元年（2019 年）12 月に閣議決定した「GIGA スクール構想」により、学校における高

速大容量のネットワーク環境整備の推進と、子ども一人一人がそれぞれ端末を持ち、十分に活用

できる環境の実現を目指すことが示されました。さらに、令和２年（2020 年）２月以降における

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、緊急時においても、ICT の活用により子どもたちの学

びを保障する環境の実現を目的として、「１人１台端末」の計画が前倒しされるなど、学校におけ

る ICT 環境の充実が図られ、遠隔授業やオンライン学習など、ICT を活用した教育活動が広が

り、学びのスタイルが大きく変化しました。 

 

  (3)その他 

● 「北海道白滝遺跡群出土品」の国宝指定 

      令和５年(2023 年)６月、遠軽町所蔵の重要文化財「北海道白滝遺跡群出土品」が国宝に指定さ

れました。遠軽町白滝の日本最大規模の黒曜石産出地に近在する白滝遺跡群の出土品で、日本で

最も古い国宝であり、日本の旧石器時代の石器の変遷と組み合わせを追うことができる一括資料

として世界的にも貴重であり、学術的にも評価されました。 
 

● 環境教育 

      令和６年(2024 年)５月、国は「環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律」第７条

に基づく「環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組の推進に関する基

本的な方針」を変更しました。変更後の方針では、持続可能な開発のための教育（ESD）の考え方

を踏まえ、環境・経済・社会の統合的向上と、具体的な変革に向けた行動促進の視点から、体験

活動に加え、多様な主体同士の対話と協働、ICT の活用を通じた学びを様々な機会で推進すること

が重要とされています。 

    道では、国の基本方針の変更や近年の社会情勢の変化等を踏まえ、平成 26 年(2014 年)３月に策

定した「北海道環境教育等行動計画」を令和６年度(2024 年度)中に改定することとしています。 
 

● 教員免許更新制の発展的解消に伴う新たな研修制度の開始 

  令和４年(2022 年)７月に改正教育職員免許法が、令和５年(2023 年)４月に改正教育公務員特例

法が、それぞれ施行されました。 

改正法により、教員が 10年ごとに講習を受講し、教員免許を更新する「教員免許更新制」が発

展的に解消されるとともに、学校教育を取り巻く環境の変化を前向きに受け止め、主体性を発揮

しながら、個別最適な学び、協働的な学びにより、教職生涯を通じて学び続けるといった、「新た

な教師の学びの姿」を実現するため、より確実に学びの契機と機会が提供されるよう、教員の研

修等に関する記録の作成並びに資質の向上に関する指導及び助言等に関する規定が整備されまし

た。 
 

  ● 部活動の地域移行 

   令和４年(2022 年)12 月、国は「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合

的なガイドライン」を策定しました。ガイドラインでは、学校部活動の適正な運営や効率的・効

果的な活動の在り方とともに、新たな地域クラブ活動を整備するために必要な対応について提示

されています。 

   道では、令和５年(2023 年)３月に「北海道部活動の地域移行に関する推進計画」を策定し、国

のガイドラインが改革推進期間と位置付ける令和５年度から令和７年度までの３年間において、

生徒の望ましい成長のために、地域の持続可能で多様な環境の一体的な整備により、地域の実情

に応じスポーツ・文化芸術活動の最適化を図り、体験格差を解消することとしています。 


